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国際協力機構（JICA）本邦研修実施報告 ３ 

 南西アジア（SAARC）地域輸出力強化研修 ２ 

 

神奈川県異業種連携協議会 

海外研修担当理事 加藤文男 

 

第３号にて SAARC（南西アジア）

概要、研修テーマの輸出力強化対策、

研修対象者、研修の具体的日程につい

ては既に掲載した。今回はその続きで

ある。 

 

Ⅵ 研修に対する考え方 

日本は第二次大戦後、ほとんど壊滅

状態になった経済の中で機械製品や

電気製品の修理をしていた人たちが

そこで得た知識で細々と関連部品の

製造を始めた。最初小さかった製造業

も技術力や資本力を高め次第に大き

く成長させた。 

一方、日本の大学の先生や各種機関

の研究者は欧米へ出かけて多くの専

門技術や管理技術を学んだ。彼らは帰

国するとセミナーの講師として欧米

の高い技術を日本の製造業の経営者、

工場管理者へ伝達した。セミナーの受

講生は、その欧米の専門技術や管理技

術をマスターし、専門技術だけでなく

生産技術、５S、ＱＣサークル活動な

ど独自の高いレベルまで仕上げた。こ

の力が日本の産業を支え、戦後の壊滅

的な状況から奇跡的な復興を実現す

る原動力となった。そして輸出競争力

を高め、多くの分野の製品は世界に通

用するジャパンブランドを確立した。 

日本は、今でも中小企業が圧倒的に

多い。企業数では 99.7％が中小企業で 

あり、労働人口の約 70％が中小企業で

働く。日本政府は、戦後早い段階から

中小企業の育成を目的に中小企業庁

を設置（1948年）した。1963年には、

「中小企業基本法」を制定し、国、県、

市などそれぞれのレベルで地域にあ

った中小企業支援機関を設立し支援

を始めた。各行政地域には特色があり

対応する中小企業への支援の内容も

異なる。日本の中小企業の発展の背景

には、継続して政府がとってきた中小

企業振興政策や中小企業支援制度及

びこれらを支援してきた行政機関の

力が大きい。少人数の零細企業から中

小企業は、これに応え大変な努力を積

み重ね、現在の発展成長した姿にした。 

 

南西アジアの現在の経済的・社会的

状況は、日本の第二次大戦後とたいへ

ん似た状況にある。南西アジア諸国の

発展には、中小零細企業を育成指導し、

資本力を高め、発展させることが重要

と思われる。JICA が日本へ招聘した

研修生は、各国の産業開発や輸出振興、

中小企業振興支援を担う担当者であ

る。彼らにとって日本が戦後実践して

きたこれらの施策や中小企業支援機
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関の事業計画や施策及び機能はいず

れ早い段階で活用できる機会がある

と予想される。 

研修プログラムは、これに配慮し日

本の戦後の復興に寄与した経過を説

明すると共に中小企業支援機関の機

能や施策を中心に事業計画の概要を

紹介した。（詳細は資料として翻訳し

て提供した）更に、企業の事業経営に

欠かすことのできない知識として、経

営理念や財務管理、生産管理、５S そ

して労務管理の手法を加えた。 

日本の中小零細企業が戦後の混乱

から脱却し、現在の状況に発展させる

ために 30年から 40年を要した。しか

し、南西アジア諸国にはもっと短時間

に達成してほしい。日本の発展の経験

と実績を参考にすればもっと短期間

に大きな成果に結び付けることが可

能である。この趣旨を研修生には期待

を込めて機会あるたびに強調した。 

 

Ⅶ 講義による研修 

当イグレンは、戦後の復興と発展過

程において日本企業で実践し、成果を

上げた貴重な経験を持った専門家集

団である。 

事業経営に必要な企業の経営理念

や５Ｓ、財務管理、生産管理、人事管

理に関するテキスト作成と講義は、企

業内で実践し成果を上げてきた専門

家が担当した。いずれもイグレンのメ

ンバーである。 

中小支援施策関係の解説は、現在神

奈川県で中小企業の支援を実践中の

方に講師をお願いした。 

講義は、パワーポイントを使用した

がテキストは研修生が帰国後に読ん

で理解できるようにできるだけ詳し

いものとし、必要に応じてそれぞれの

国の言語に翻訳し、研修に使用できる

よう配慮して作成した。 

 

講義による研修テーマ 

１ 日本産業の戦後の復興の経過 

（１）日本の製造業が輸出競争力を高

めた歴史 

（２）日本の製造業を支えた産業の二

重構造 

（３）零細企業から大企業への発展事  

   例 

２ 中小企業支援施策 

（１）日本の中小企業支援施策の変遷 

（２）中小企業への融資制度・信用保

証制度の概要 

（３）異業種グループ交流活動 

３ 事業経営の基本 

（１）経営理念・経営方針 

① 経営理念とは 

② 経営理念の重要性 

③ 発展した企業の経営理念事例 

（２）経営に資する各種管理手法 

① 品質管理・品質保証 

② ５S（食品製造業は、７Ｓプラ

スＤ） 

③ 生産管理 

④ 労務管理・人事管理 

⑤ 財務管理 

⑥ 中小企業のマーケティング 

４ 日本の中小企業支援機関と関連

機関 

（１）国レベルの支援機関  
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中小企業庁 

（２）都道府県レベルの支援機関  

① 神奈川県産業技術センター 

② 公益財団法人 神奈川県産業

支援センター 

③ 神奈川県異業種連携協議会（元

神奈川県異業種グループ連絡

会議） 

（３）市レベルの支援機関 

 ① 横浜市工業技術支援センター 

② 公益財団法人 横浜市産業支

援財団 

（４）その他の中小企業支援機関 

 ① 独立行政法人 中小企業基盤

整備機構 

 ② 独立行政法人 産業技術総合

研究所 

 ③ 独立行政法人 日本貿易振興

機構（JETRO） 

（５）中小企業の金融支援機関 

 ① 株式会社 商工組合中央金庫 

 ② 株式会社 日本政策金融公庫 

 ③ 信用保証協会 

（６）関連団体 

① 日本商工会議所 

 ② 全国商工会連合会 

 ③ 中小企業団体中央会 

 

日本産業の戦後の復興の経過、中小

企業支援施策及び事業経営の基本の

講義内容は、その一部を資料４として

掲載した。 

 

Ⅷ 訪問と視察による研修 

 研修対象者は、中小企業振興を担当

する省庁の職員、中小企業振興施策策

定担当者、産業開発・輸出開発に関す

る省庁の職員及び商工会議所関係者

等である。「南西アジア地域輸出力強

化」が中心テーマであり、中小企業振

興施策も重要である。 

訪問視察先には、研修生の出身母体

と立場に配慮し、中小企業支援機関及

び多くの中小零細企業と小売業商店

街を選んだ。 

  

１ 神奈川県産業振興センター視察 

中小企業を支援する機関の代表と

して支援施策を実践する神奈川産業

振興センターの視察は毎回実施した。

最初中小企業大学校や産業技術研修

所も実施したが研修生はほとんど興

味を示さなかった。各国の産業構造や

支援の実態とのギャップが大きかっ

たようである。 

神奈川産業振興センターは、県内の

中小企業に対して経営、技術に関する

セミナーや直接専門家を派遣し、経営

の相談に応ずるなど多岐にわたる。 

センターの活動概要及び毎年の事

業計画は、毎年系統的に実施され、わ

かりやすい。各年度の事業計画内容は、

了解を受け、ほぼ全文を英訳し、資料

として提供できた。 

訪問視察では、各部門の責任者から

説明を受け、質疑応答も納得のいくま

で時間を多くとることができた。 

これから各国が発展するに従って

近い将来この種の支援機関を設立さ

れると思われる。事業予算は、金額が

大きく参考にできないが機能や役割

などこれらの資料は参考にし、それぞ
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れの国情に合わせて応用できるであ

ろう。 

研修生は、中小企業に関するデータ

の取得と整理について特に関心を示

した。担当する責任者から機能の説明

を受けるとともにデータ収集の記入

の様式などフォーマットの提供を受

けることができた。そのデータ収集フ

ォーマットは、英訳し、要望する研修

生に提供できた。 

 

２ 中小零細企業視察 

 当神奈川県異業種連携協議会は、30

年以上に亘って異業種グループ交流

活動を通して企業間交流を促進し、

様々な連携手法により、中小企業の新

規事業の支援を行ってきた歴史があ

る。研修生の要望も多様であるが規模

の大小、多様な職種・業種など要望に

応じて査察紹介できる情報を持って

いる。 

最初は、東北地方や山梨県、長野県

の工場も視察の対象にしたが研修期

間には制限があり、移動時間や経費も

考慮し、できるだけ多くの工場の視察

という点で神奈川県内の工場が中心

となった。 

工場の視察に当たっては、訪問先の

企業規模、事業内容、管理技術の実践

状況などをテキストとして事前に準

備し、できるだけ予備知識として説明

した。 

工場視察では、たいへん多忙な中、

それぞれの企業の経営幹部の方に説

明と案内をお願いした。質疑応答にも

直接対応いただき研修生に好評であ

った。また、工場を巡回する際、５S

の実践状況は講義を実施した講師が

現場で補足説明を行いフォローする

ことに努め、研修生の理解を深めるう

えで効果的であった。 

（１）中小企業工業団地の視察 

川崎市に中小零細企業が一つのエ

リアに集まって相互に協力し、製造す

る力を発揮する工業団地がある。この

工業団地は、旋盤加工、樹脂材料成型

業、精密機械板金加工、精密金属プレ

ス加工、ダンボール製造や塗装業、機

械装置製造業など 30 社を超える業種

で構成されている。 

この工業団地は、専用の常設展示場

を有し、グループ企業が製造する部品

や製品を展示する。企業規模は、二人

や 3 人の家族的経営から 40 名を超え

る従業員を持つ企業もあり、管理技術

レベルや技能のレベルも多様である。

大学との連携による新製品の開発や

新製品の商品化も可能であり、その実

績を紹介した。 

毎回、この工業団地の中の５社から

６社を選んで訪問視察した。限られた

狭い工場敷地の中に工夫して加工機

械を設置し経営する実態を直接視察

することができたことも有効であっ

た。 

親子で金属加工工場を経営する企

業では、社長の子息の若い工場長が自

動旋盤を自由に操作し、精密加工品を

仕上げ、英語で説明を加えた。その実

際の経営活動は研修生に驚きと感動

を与えた。 

５Ｓは、経営や品質管理の基本であ
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るが、この工業団地の企業にも経営者

の方針であえて表に出していない零

細企業もある。 

立派な経営理念を持ち５Ｓをきっ

ちり実践する中小企業と５S を実践せ

ず、雑然とした環境で製造する零細企

業を比較検討できた訪問視察も視察

対象企業として有効であった。 

 この中の樹脂成型工場では、真夏で

も冷房装置は使用していない。30度を

超える暑さに我慢をしながら汗水を

流しながら樹脂を成型加工する実態

も見せることができた。 

（２）中小零細製造業の視察 

日本の中小零細企業は金属加工工

場でも「自動旋盤」の設備を持ってい

る工場が多い。産業の二重構造の下請

け企業として、講義で説明した５Ｓを

実践しているとは思えない環境の中

で社長が自ら自動旋盤で精度の高い

部品を製造する実態も視察できた。研

修生の一人が零細企業で自動旋盤を

みて「これは中小企業ではない」とつ

ぶやいていた。確かに南西アジアの零

細企業の実態とのギャップは大きい。

しかし、日本の工場でも、厳しい環境

の中で高度な技術や高品質の製品を

製造する実態を見せることができた

と思う。 

（３）中堅企業の視察 

 横浜市内の大きな工業団地にロボ

ットを使用した自動溶接装置を有す

る工場も案内できた。ここでは、年間

事業計画とその結果など社外に機密

の情報も開示していただきながら、社

長自ら説明していただいた。 

大型ディスプレイ製造工場では、５

Ｓを徹底した美しい工場内に「５Ｓ」

の文字を掲げて製造しており、その実

践も一目で理解できた。また、食堂内

に会社の「企業理念」や経営方針、毎

月の販売金額推移などの経営数値を

掲示しており研修生を驚かせた。この

会社では、QC活動を実践する状況の資

料をグループ代表が発表することも

紹介した。 

 

日本できれいで立派な工場ばかり

みて、「追いつくのは容易ではない」

と研修生に最初から諦められても困

る。日本の零細企業の実態も観察して

「頑張ればできる」「追いつくことが

できそうだ」と研修生が信じて自国の

経営者に対して元気づける指導を始

めてほしいと願い敢えて５S の実践し

ていない多様な零細工場の紹介も行

った。 

（４）食品製造業の視察 

 海外の来客を日本の食品製造業に

訪問し、視察できる機会は少ない。見

学者がガラス戸越しに視察する食品

製造業を小田原の食品製造業に案内

することができた。安全衛生に配慮し

５S を徹底実践し、食品を製造する厳

しい日本の実態を紹介することがで

きた。 

 

３ 小売業：商店街紹介視察 

 日本の商店街には活気をなくして

いる商店街もある。しかし、商店街を

形成する商店経営者が協力してアイ

ディアを出し合い、ユニークな方針で
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発展する商店街もある。視察の前に中

小企業のマーケティングに関する講

義を行い、その実践状況を確認できる

商店街を選んで紹介した。 

講義と視察の紹介は、それぞれの商

店街を直接指導、支援するコンサルタ

ントが担当した。 

① 横浜元町商店街 

② 川崎市新丸子商店街 

③ 川崎市元住吉商店街 

 

Ⅸ 討議による課題解決とアクショ

ンプランの報告 

 

研修生が持参した課題は、講義や中

小企業支援機関、中小企業などを視察

する中で各自が考え、その解決策のヒ

ントが得ることができるよう全体の

プログラムに配慮した。 

アクションプランの作成は下記の

ステップで実施した。 

１ 研修生の課題の把握と報告 

自国の産業構成や輸出・輸入の実態

を把握すると共に今回の研修テーマ

である「輸出競争力強化に関する自国

の課題」及び自分の所属する組織の問

題を正しく認識する。 

２ 説明資料の作成準備 

実態と問題を整理し、説明資料とし

て作成準備し、来日時に持参する。 

３ 課題の共有 

研修初日に各自の解決すべき課題

やテーマを全研修生及び担当する講

師に説明し、関係者全員が各国の課題

を共有する。 

４ 課題解決方法の検討とアドバイ 

 ス 

講義及び中小企業支援機関や日本

の中小企業を視察する中で課題解決

の方法のヒントを得る。 

講義や視察の中で課題解決のため

に講師陣が研修生にアドバイスをす

る。 

５ 実践プランを作成 

検収中に入手した資料や情報をも

とに各自、課題を解決し、帰国後に実

践するための具体的なアクションプ

ランを作成する。プランの作成には、

講師陣が課題解決のために豊富な経

験から課題解決を研修生と討議し、プ

ラン作成の支援を行う。 

６ 計画のブラッシュアップ 

課題解決には、必ず越えなければな

らないいくつかのハードルがある。研

修生は、アドバイスと討議を経て課題

解決に適切で実用的な計画にブラッ

シュアップする。 

７ アクションプラン報告会 

作成した具体的なアクションプラ

ンは資料を使って JICA 関係者及び研

修生に対して報告し、質疑応答を受け

る。（アクションプラン発表会写真参

照） 

 

研修生の課題解決アクションプラ

ンの作成事例を、資料５に紹介した。 

 

以下次号 
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中小零細企業の視察写真 

 

１工業団地の展示場で説明を聞く       ２エボナイト工場にて社長の説明を聞く  

 

 

３板金工場で若い工場長より説明を聞く    ４樹脂成型工場の視察 

 

 

アクションプラン発表会 
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資料４ 

 



 36 

 



 37 

 



 38 

資料５  

 

アクションプラン作成事例 

パキスタン研修生 

  所属：中小企業開発庁 CEO 事務局 CEO 補佐 

 

１ 課題 輸出振興に関する中小企業のデータベースの欠如 

 

２ アクションプラン 

解決策 データベースを準備すること 

  

ステップ１ データベースの基本となる登録カードを準備し、記入するサンプルシート

を作成する 

 ステップ２ 登録カードを中小企業に送付する 

 ステップ３ 関係スタッフの訓練をする 

① データベースの重要性②精度の高い情報収集方法 

 ステップ４ データベース収集の確認のためにスタッフを送る 

 ステップ５ データ収集システムへ情報をインプットする 

 ステップ６ 活用する 

 

３ 担当講師のコメント 

 

彼女の課題と課題解決の方法及びステップは、スケジュール表にすべて反映された良い

アクションプランができた。情報収集で障害になると予測される点について、その対策が

考えられたプランに反映されている。発表態度も自信に満ちていた。このアクションプラ

ンは、帰国後ただちに実行に移せるものである。 

来日前に検討し、準備下課題を最後まで変更していない。研修受講の姿勢や訪問先にお

ける質問も的確であった。神奈川産業振興センターでは、課題解決のためにデータベース

作成のための基本となるフォーマットを入手できた。これをもとに内容を加筆し、新しい

データフォーマットをパキスタン国にあったものに変更し、成果に結びつけるであろう。 
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４ 発表用パワーポイント資料 
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